
欧州通貨統合参加否決とその影響
（デンマーク）

デンマークでは、２０００年９月２８日に、欧州通貨統合参加にかかわる国民投票が実施され

たが、結果は否決となった。本レポートは、否決となった背景、否決による国内政治・経

済やほかのＥＵ諸国への影響などについて、国民投票後１ヵ月程度の状況を踏まえてまと

めたものである。

コペンハーゲン事務所

デンマークの国会には現在１０政党が代表を

１．デンマークの政党と通貨統合参加

の賛否

送っている。９８年３月の総選挙の結果、各政

党の議席数は次の通りとなっている。

また、これら政党の右派・左派の内訳をみ

ると次のようになっている。

記号 政 党 名 議 席 数

Ａ＊ 社会民主党（Ｓｏｃｉａｌｄｅｍｏｋｒａｔｉｅｔ） ６３

Ｂ＊ 社会自由党（ＲａｄｉｋａｌｅＶｅｎｓｔｒｅ） ７

Ｃ 保守党（ＤｅｔＫｏｎｓｅｒｖａｔｉｖｅＦｏｌｋｅｐａｒｔｉ） １６

Ｄ 中道民主党（Ｃｅｎｔｒｕｍ－Ｄｅｍｏｋｒａｔｅｒｎｅ） ８

Ｆ 社会人民党（ＳｏｃｉａｌｉｓｔｉｓｋＦｏｌｋｅｐａｒｔｉ） １３

Ｏ デンマーク国民党（ＤａｎｓｋＦｏｌｋｅｐａｒｔｉ） １３

Ｑ キリスト教人民党（ＫｒｉｓｔｅｌｉｇｔＦｏｌｋｅｐａｒｔｉ） ４

Ｖ 自由党（Ｖｅｎｓｔｒｅ） ４２

ＦＲＩ 自由２０００党（Ｆｒｉｈｅｄ２０００） ４

Ｏ／ 赤色同盟（Ｅｎｈｅｄｓｌｉｓｔｅｎ） ５

＊与党

Ｏ／ Ｆ Ａ Ｂ Ｄ Ｑ Ｖ Ｃ ＦＲＩ Ｏ

左派 右派

２
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ＥＵ関連の国民投票の際には、デンマーク

国会には全く出馬などをしていないが欧州議

会には議席を持つＥＵ反対団体である６月運

動（ＪｕｎｉＢｅｖａｇｅｌｓｅｎ、Ｊ）とＥＵ反対人民

運動（ＦｏｌｋｅｂｅｖａｇｅｌｓｅｎｍｏｄＥＵ、Ｎ）が

ＥＵ反対キャンペーンを行う。これらの反対

団体を含め、今回の通貨統合参加に関する国

民投票では、賛成派・反対派は次の通りに分

けられた。

このように賛否両陣営に分かれて、国民投

票実施時期が発表された２０００年３月９日から

投票当日である９月２８日まで、各政党により

白熱したキャンペーンが行われた。

今回の通貨統合参加に関する国民投票は、

７２年のＥＵ加盟にかかわる国民投票を含め、

６度目のＥＵ関連の国民投票となった。これ

はデンマーク憲法の２０条に、「国家主権の一

部を国際機関などへ移譲する場合は、デン

マーク国会で６分の５を超える賛成で可決さ

れるか、国会を通常の過半数で可決した後、

国民投票で承認を得なければならない」と定

められているからである。伝統的に少数連立

政権であることにも起因して、毎回、ＥＵの

統合において国家主権の移譲が起こる場合は、

国会で６分の５を超える賛成を得ることがで

きないため、国民投票が行われる。

今回も２０００年５月２日にニルス・ヘルヴェ

・ペダーセン外相（社会自由党）により、通

貨統合への参加に関する法律（法律番号Ｌ

２．国民投票が行われた背景

２８８）が提出され、９月６日に賛成８８名、反

対２６名で通常の多数決で可決され、国民投票

の結果を待つかたちとなった。

メディアによる賛成・反対キャンペーンの

詳細な報道、賛否両陣営の接戦状況は、国民

の間に非常に高い関心をもたせることとなっ

た。投票率は、ＥＵに関する国民投票の中で

は、初回７２年のＥＵ加盟にかかわる国民投票

（投票率９０．１％）に次ぐ８７．６％を記録した。

結果は、賛成４６．８％、反対５３．２％（内務省

発表）となり、直前の意識調査で賛成・反対

が拮抗していたにもかかわらず、予想外の大

差で反対派の勝利となった。

デ ン マ ー ク 国 営 放 送 （Ｄａｎｍａｒｋｓ

Ｒａｄｉｏ）、 ベ ア リ ン ス ケ ・ チ ズ ヌ 紙

（ＢｅｒｌｉｎｇｓｋｅＴｉｄｅｎｄｅ）が、ギャロップ社

（Ｇａｌｌｕｐ）と共同で行った出口調査に基づ

く結果によれば、男女別では事前の意識調査

結果が示した通り、女性の反対が男性に比べ

多いことがわかった（表１参照）。

年齢別にみると年金受給者を中心した高齢

者層での反対が意識調査では大きかったが、

実際の投票では高齢者層（６０歳以上）では、

賛成・反対が均衡していたのに対し、若年層

（１８～３４歳）・中年層（３５～５９歳）で反対が

賛成を上回る結果となった（表２参照）。

また政党別でみれば、どの政党も半数以上

の支持者から、政党の方針通りの投票を行う

ことに成功したものの、通貨統合参加賛成派

政党の支持者で反対に投票した割合が、反対

派政党支持者で賛成に投票した割合を上回る

かたちとなった（表３参照）。

地理的にみると、ほとんどの場所で反対派

優位となり、デンマーク国内で１６存在するア

ムト（日本の県にあたる地方行政府）で賛成

多数となったのは２ヵ所のみとなった。

３．国民投票の結果

賛成派 反対派

Ａ，Ｂ，Ｄ，
Ｖ，Ｃ

Ｏ／，Ｆ，Ｑ，
ＦＲＩ，Ｏ
Ｊ，Ｎ
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今回のキャンペーンの内容は、賛成派が主

に通貨統合参加による経済的な利益を中心と

したのに対し、反対派はＥＵ統合問題全体に

関し疑問を投げかけるかたちのものであった。

キャンペーンの内容を賛成・反対の各陣営ご

とにみると以下のとおりであった。

（１）賛成派

①デンマークは通貨統合に参加することに

よって、自国の経済への政治的影響力を

ＥＵ内の経済政策に反映させることで増す

ことができる。

②参加による経済的利益により、より高度な

社会福祉・保障を保証することができる。

③投機家から、デンマーク経済を守ることが

できる。

④通貨統合参加は、デンマークの企業に非常

に有利である。参加により、企業は為替手

数料・為替リスクヘッジなどのコストを軽

減できると同時に、ユーロ圏の企業と同じ

条件で競争することができる。これはデン

マークの雇用はもちろん、経済全体に好影

響を与え、国民一人一人の利益となる。

⑤通貨統合参加により、金利が低下し、企業、

およびローンを持つ個人に利益となる。

⑥国民一人一人は、ユーロ諸国へ旅行の際に

両替の必要がなくなると共に、商品価格の

比較が非常に簡単になる。

⑦通貨統合参加は、ＥＵ内における重要な決

定において、賛成であろうが反対であろう

が、影響力を得ることを意味する。欧州に

おける経済政策の決定に参加し、責任を負

うべきである。

⑧通貨統合参加否決は、デンマークのＥＵ内

での影響力を低下させ、そのためにデン

マークはＥＵ内での二流国との位置付けを

受ける。

⑨通貨統合参加は、現在デンマークが参加し

４．キャンペーンの内容
ているＥＵの為替相場メカニズム２

（ＥＲＭ２）の延長であり、通貨統合参加

により統合の利点をすべて享受できる。

⑩通貨統合参加否決は、デンマークがＥＵ内

で非常に活発に活動を行っている、ＥＵの

東方拡大の進行を遅らせる。

（２）反対派

①通貨統合参加により、デンマークの社会福

祉制度を見直さなければならなくなる。現

在の社会福祉制度は、個人が税金を支払う

ことにより個人の負担できる範囲での負担

を行い、すべての国民が同レベルの福祉を

享受することができるという連帯精神に基

づくものである。しかし、通貨統合への参

加はほかのユーロ諸国で用いられている各

個人の収入に応じた福祉しか受けることが

できない保険システムの導入を意味するも

ので、これは福祉レベルの低下また社会に

おける不平等を招く。またデンマークの年

金制度も、存続が危ぶまれるであろう。

②不参加により、デンマーク経済・通貨政策

の自己決定権が増す。

③クローネの廃止は、デンマークの自由と国

家主権の喪失を意味する。

④ユーロ導入後から継続的に続いている対ド

ルのユーロ安は、市場が通貨統合に信頼を

置いていないことを示すものである。

⑤通貨統合は安定した統合ではなく、統合が

失敗する可能性も非常に大きいため、参加

の前に統合の進展を見守る必要がある。

⑥通貨統合は民主的なシステムでない。

⑦通貨統合は急速な政治的統合を導き、これ

は「欧州合衆国」の誕生を意味する。

⑧デンマークの不参加により、自国の状況に

あったかたちで統合に参加できるＥＵに転

換する第一歩となる。

⑨デンマークの不参加により、近い将来ＥＵ

に加盟する中・東欧諸国に、ＥＵと通貨統

合への参加、もしくはＥＵのみへの参加と
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いう選択を可能にすれば、加盟希望国の加

盟時期が早まるであろう。

国民投票が行われた後に、否決となった要

因の分析が行われている。週刊誌マンデー・

モーン（Ｍａｎｄａｇ Ｍｏｒｇｅｎ）は、今回の

キャンペーンと国民の投票傾向に関して、民

間調査機関であるＡＣニールセンＡＩＭ（ＡＣ

ＮｉｅｌｓｅｎＡＩＭ Ａ／Ｓ）とオルボー大学政治学

部ヨーン・ゴール・アナセン教授と共同で、

国民投票が行われる直前の９月２２～２５日に

６８９人に対して電話調査を行った。

この調査の結果について、まず一番に注目

される点は、人々が今回の通貨統合参加に関

する国民投票を、ＥＵ全体の進展に対して判

断する国民投票として考えていることである。

調査に参加した人々の５０％がＥＵのこれから

の進展に対して判断したのに対し、３９％のみ

が通貨統合のみを考えて判断している。賛成

派についてみると、ＥＵ全体と答えたのは５０

％、通貨統合のみと答えたのは４７％と、通貨

統合のみから判断した人の割合が全体に比べ

ると大きい。一方、反対派では、ＥＵ全体と

答えたのは５８％、通貨統合のみと答えたのは

３８％と、反対派側ではＥＵ全体のこれからの

進展に対して判断していることになる（表４

参照）。

また、前回９８年のアムステルダム条約批准

にかかわる国民投票から、意見を変えた投票

者に関して、何が原因で意見を変えたかにつ

いても調査している。今回のキャンペーンで

は、２０００年２月のＥＵのオーストリアへの外

交制裁、継続するユーロ安、反対派の通貨統

合は国民年金のシステムを崩壊させるという

キャンペーンに対し首相が行った国民年金存

続保証、通貨統合参加否決の際のクローネ通

貨危機などの説明が、国民の賛成・反対意見

の変更に影響を与えたと報道されていた。

特に、オーストリアへの外交制裁に関して

５．通貨統合参加否決となった要因

は、反対派を増加させたとの報道を多く行っ

ていた。地元経済紙ビュアセン（Ｂｏｒｓｅｎ）

が対オーストリアの外交制裁直後に行った調

査でも、１０％がこの制裁により意見を変えた

とされていたが、国民投票直前のこの調査に

よれば、この制裁が原因で意見を変えたのは、

３．３％と非常に低い数字を示している。これ

をＥＵ賛成派で、オーストリア制裁に反対す

る自由党・保守党党員でみても、７％程度で

しかない。これに対しアナセン教授は、「国

民は制裁について覚えているものの、投票へ

の影響は長く続かない」とコメントしている。

意見変更の要因として挙げられるのは、継

続するユーロ安（５．８％）、否決後のクローネ

危機（７．８％）であるが、この要因が国民の

意識を大きく変化させたとは考えがたい。

ほかに注目する点としては、今回のキャン

ペーンの内容に対して、信頼が非常に低いこ

ともあげられる。上記４であげたキャンペー

ン内容において、信頼をおいた者の割合が、

信頼を置かなかった者の割合を超えた項目は

全くみられなかった。最も信頼が置かれた項

目は、デンマークが通貨統合に参加しない場

合のクローネ危機に関するものであるが、こ

の項目にしても、調査に参加した３８％が信頼

を置いた一方で、４８％が信頼を置いていない。

このような状況に関して、オーフス大学ヘ

ンリック・コア・ニールセン博士（選挙研究

家）とアナセン教授は、以下のように分析す

る。

今回のキャンペーンの内容を項目別に分析

すると、各個人自身の利益に結びつくもの

（Ａ）、国家主義的なもの（Ｂ）、ＥＵの将来

とＥＵにおけるデンマークの立場に関するも

の（Ｃ）に分類することが可能であり、今回

のキャンペーンでは、賛成派は（Ａ）、（Ｂ）

に、反対派は（Ｂ）、（Ｃ）に重点を置いたも

のとなった（表５参照）。（Ａ）の各個人の利

益に結びつくものに関しては、利益に直接関

係する人々の票を賛成派も反対派も集めるこ
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とが可能であった。それとは別に、現代の選

挙においては、国民一人一人の感情的な部分

にアピールすることが重要なカギとなってい

る。今回のキャンペーンでは、賛成派・反対

派ともに、この感情的なアピールが国家主義

的なものとなっていた。しかし前出の調査結

果（表４）から分かるように、国民はＥＵ全

体の進行から賛成・反対を決定している。国

民はデンマークのＥＵに対するビジョンやデ

ンマークのＥＵ内でのイニシアチブについて

のアピールを望んでいた。しかし賛成派から

は（Ｃ）に関するアピールがほとんど行われ

なったため、国民へのアピールが十分行えず、

賛成派の今回のキャンペーンは失敗に終わっ

たといえる。また、反対派も（Ｃ）に関する

キャンペーンが（Ｂ）に関するキャンペーン

の影に隠れてしまったため、国民投票で否決

の結果を得ることはできたものの、キャン

ペーンに対する国民の信頼は低く、キャン

ペーンは実際のところ失敗であったと考える。

ほかに行われた意識調査では、デンマーク人

は国家主権・文化の喪失を恐れているわけで

はなく、デンマーク人が非常に誇りを持って

いる分権化の進んだ民主主義の喪失を恐れて

いるという結果もでている。よって今回の国

家主義的な観点からデンマークを守るという

キャンペーンでは、ＥＵの統合進化によって、

多くの決定がＥＵレベルで行われると国民は

考え、分権化の進んだ民主主義の喪失の観点

から、反対票を投じる結果となったのではな

いかとの分析がなされている。

（１）政治面

国会の８０％を占める政党が賛成を推薦して

いたにもかかわらず、通貨統合参加否決によ

る政治面への影響は、非常に小さい。

６．デンマーク国内への参加否決の影

響

① 国会内での勢力関係

マンデー・モーン誌が新聞各紙の政党支持

率にかかわる意識調査を独自に分析した１０月

調査の結果は、与党であり通貨統合参加を推

薦した社会民主党（Ａ）が１．５ポイント減、

社会自由党（Ｂ）が０．２ポイント減である。

他方、極右で通貨統合参加反対のデンマーク

国民党（Ｏ）が０．３ポイント増、ほかのＥＵ

反対政党（Ｆ、Ｑ）も０．３ポイント増となっ

ている。ただしマンデー・モーン誌の分析に

よれば、この減少・増加は国民投票の結果で

はなく、国内の外国人問題の再燃によるもの

であると結論付けている。同時に、反対派全

体の勢力は、９９年１２月の３１．９％から減少を続

けており、１０月調査における反対派全体での

０．５ポイント増は、ほとんどデンマークの国

会の勢力図に影響を与えるものではないとし

ている。この国会勢力への非常に小さな影響

は、デンマークでは通常のパターンである。

デンマーク国民は一般的にＥＵ問題を単独の

ものと考えており、支持政党を選ぶ際には国

内の政治課題に比重をおいて選択するからで

ある（表６参照）。

このような状況から、国民投票前には、国

民投票後６ヵ月以内に行われると噂されてい

た総選挙も、任期満了となる２００２年３月まで

は行われないと地元各紙は推測している。

② ＥＵ政策

ＥＵ政策に関してもほとんど影響がみられ

ない。国民投票直後は、反対政党が２０００年１２

月のニース会議でのデンマークの交渉担当者

変更、社会・労働市場分野での多数決制導入

への拒否権発動を要求していた。しかし与党

は、賛成政党・反対政党を一同に集め会議を

行ったのみで終わった。この結果、ニース会

議に関しては交渉担当者を変更せず、交渉が

行われている。また２００１年から政府はＥＵ白

書の作成に取りかかる予定であるが、内容は

将来のＥＵの統合・協力がどのようであるべ
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きかで、デンマークのＥＵ政策に関する討論

の土台となるものである。自由党が特に望ん

でいるＥＵ権限分野カタログ（さまざまな政

策分野を、ＥＵが権限を持つべき分野と各国

政府が権限を持つべき分野を区別したもの）

も扱われる。ＥＵ内でこの分野が話し合われ

るのは、２００４年以降と予定されており、その

時点までにデンマークでは討論をじっくり行

い、準備を完了し、この分野でのイニシアチ

ブを取るのが狙いである。

現在懸念されていることは、この白書が発

表されるまで、ＥＵ政策に関する討論が全く

行われなくなる可能性があることである。

マーストリヒト条約を否決した９２年にもＥＵ

白書が作られたが、その時はすべての政治家

がその白書が発表された９２年１０月まではＥＵ

に関する討論を避け、ＥＵに関する討論が全

く行われない空白の期間（４ヵ月）が生じた

からである。

③ 間接民主制に関する問題

今回の国民投票で明らかになったのは、国

民の間ではＥＵに対する不信感が非常に強く、

通貨統合参加が否決となった一方で、国会議

員の８０％は通貨統合参加に賛成しており、国

会議員の行うＥＵ政策が国民の望むものと

なっていない現状である。

コペンハーゲン大学政治学部ラース・ビレ

助教授は、「今回の国民投票の結果は、民主

主義の観点から見ると、非常に難しい課題で

ある。まず、「６月運動」と「ＥＵ反対人民

運動」は、デンマーク国会に議員を送ってお

らず、キャンペーンを行ったのみで、否決後

のデンマーク国内のＥＵ政策には参加できな

いし、行わない。また反対政党も国会の中で

は非常に少数派で、ＥＵ政策を反対派の政党

で作成することは不可能だからである」と結

果判明直後のテレビインタビューで発言した。

この問題に関して与党社会自由党ローネ・

デュブケア欧州議会議員が中心となって、通

常、政党として国会選挙に出馬するために必

要な署名収集１）なしで、次期総選挙に出馬で

きるよう運動しているが、ほとんどの政党が、

ほかの政党同様に署名活動を行うべきとの見

解を示している。またＥＵ反対２団体に関し

ての調査によれば、同２団体のほとんどの会

員は既存の政党の党員であること、運営資金

のほとんどはＥＵからの援助金でまかなわれ

ていること、多くの地域で活動はＥＵに関す

る国民投票前のみ行われていることから、国

会総選挙に出馬しても全く成功はしないであ

ろうという結果が出ている。

政府は国民と議員との間にあるＥＵに対す

る意識の違いについて、国民との対話を深め

て違いをなくしていくとの発言を何度も首相

中心に行っているが、この対話が上述のＥＵ

白書の発表後に行われるのか、それとも近い

将来行われるのかは明確になっていない。

④ 国民投票

通貨統合参加に関する国民投票を再度行う

かに関しては、この先５年間程度は行われな

いと、首相・外相などがインタビューで回答

している。また大蔵省、中央銀行、ユニバン

クなどにインタビューしたが、そろって「５

年以内の国民投票は政治的自殺行為であるた

め、考えられない」との回答を受けた。また

通貨統合参加の国民投票の次に実施されると

予測されていた軍事協力に関しても、国民投

票実施は未定である。外相は地元紙に、「軍事

協力はもちろんほかの留保条項の国民投票は、

無期限に延期された」とコメントしている。

１）デンマークの選挙法によれば、政党が国会選挙に出馬する際には、前回の総選挙での総投票数（グリーンラン
ド・フェロー諸島は除く）を議席数１７５で割った数の署名が必要とされている。通常は１万９，０００～２万の署名
が必要となる。
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（２）経済面

参加否決の経済面への影響は、現在までの

ところ非常に小さい。国民投票実施前には、

市場に大きなショックを与えた９２年のマース

トリヒト条約批准否決時よりも小さなものの、

市場にショックを与えると多くの経済アナリ

ストが分析していた。そのようなショックを

防ぐため、蔵相、経済相、中央銀行総裁は参

加否決直後から、「デンマークはこれからも

ＥＵの為替相場メカニズム２（ＥＲＭ２）に

よる固定為替相場制を維持する。市場の状況

によっては、中央銀行は市場介入や利上げに

よるクローネ防衛、政府は経済引き締め策な

どでＥＲＭ２維持する」と発表、市場に対し、

デンマークの為替相場メカニズム維持をア

ピールした。投票翌日の９月２９日午前９時に

は既に、中銀が「公定歩合は据え置き、レポ

金利のみ０．５％引き上げる」と発表した。２９

日の金融市場は非常に安定し、一時クローネ

高になる場面もあり、ドイツ・デンマーク国

債の金利差も前日と変わらないレベルで取り

引きされた。

それ以降も金融市場での大きな動きはあま

りなく、欧州中銀（ＥＣＢ）が行った１０月５

日の公定歩合・レポ金利の引き上げ時に、デ

ンマーク中銀は公定歩合を０．２５ポイント引き

上げたものの、レポ金利を据え置いたため、

国民投票後の金利引き上げによって広がった

金利差は、通常レベルへ戻り始めたことを示

した。

１１月２日には、中銀が１０月期の外貨準備高

を発表した。２０００年初めから低下し続けてい

た外貨準備高は、通貨統合参加否決にもかか

わらず、９月末より１８７億クローネ増の１，２６８

億クローネとなった。内訳は１６８億クローネ

が、クローネ高となったため、為替相場メカ

ニズム２で定められた中心値から＋／－２．２５

％内に調整するために、クローネを売り外貨

を購入したもの、１９億クローネは、国外の投

資家がデンマーク国債を購入したことに伴う

ものである。デンマーク大手銀行ユースクバ

ンク（ＪｙｓｋＢａｎｋ）のエコノミストである

クラウス・カイサー氏は、「外貨準備高の増

加は、国民投票後もデンマークが為替相場メ

カニズム２に参加することに、市場が信頼を

置いていることを示している。９月末時点の

外貨準備高では、為替相場メカニズム２の維

持が難しいとされていたが、１０月末の増加に

より維持は問題ないであろう」と地元ユラン

ス・ポステン紙（Ｊｙｌｌａｎｄｓ－Ｐｏｓｔｅｎ）にコ

メントしている。また住宅金融銀行の経済研

究所であるニュークレジット・マーケット

（ＮｙｋｒｅｄｉｔＭａｒｋｅｔ）のジョン・マドソン

・チーフエコノミストは、「非常に近い将来

中央銀行は、レポ金利を引き下げるであろう。

デンマークとドイツの長期国債の金利差は、

国民投票以後正常化し０．３５ポイント程度に落

ち着いているが、これから年末にかけては、

短期国債（２年・５年物）の金利差も、現在

の０．４２ポイント程度から、長期国債の金利差

と同じレベルの０．３５ポイントへと向かい正常

化するであろう」と地元経済紙ビュアセン

（Ｂｏｒｓｅｎ）にコメントしている。

デンマーク経済全体への影響も今のところ

あまりみられない。政府や大手銀行は国民投

票前に２０００～２００２年の経済見通しを行ったが、

これは国民投票で通貨統合参加が実現するこ

とを前提としていた。現在まで通貨統合参加

否決という結果を踏まえた経済見通しは、発

表されていない。しかし、デンマーク第２位

の銀行であるユニバンク（Ｕｎｉｂａｎｋ）の経

済アナリストであるアナ・ブカート女史とエ

ス・アスムセン氏にインタビューしたところ、

「もし国民投票の結果のみを我々の使う経済

モデルに当てはめれば、マイナスの影響があ

る。しかし２０００年第２四半期の民間企業の機

械投資が活発であったこと、予想を上回る

ユーロ安により輸出が活発であったこともあ

り、経済見通しの上方修正を行わなければな

らない」とのコメントを受けた。同様の見通
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しをデンマーク最大のダンスケ・バンク

（ＤａｎｓｋｅＢａｎｋ）も行っている。

ユーロに対しても、デンマークの国民投票

の否決は大きな影響を与えなかった。国民投

票翌日の９月２９日も、ロンドン市場は前日と

同じレベルの１ユーロ＝０．８８３ドルで取り引

きを終えた。その後ユーロ安は継続している

が、地元紙ビュアセン紙は、米国経済に比べ

ユーロ諸国の経済が弱いこと、原油価格の上

昇などが原因となっていると分析している。

また、ユーロ諸国での構造改革が進み、ユー

ロ諸国の企業の競争力が増さなければ投資家

のユーロへの信頼は回復しないであろうと予

測している。

通貨統合参加否決の影響が非常に小さかっ

た要因として、まず国民投票直前の意識調査

で反対派が優勢であり、市場がこれを織り込

み済みであったことがあげられる。それに加

え、現在、デンマーク経済のファンダメンタ

ルズが非常に良い状態にあることもある。現

在、経常収支は黒字、失業率は過去２５年間で

最低、輸出も好調な伸びをみせ、行き過ぎた

個人・公共消費もみられない。しかし、多く

の経済アナリストの分析によれば、この状況

もユーロ安が続くという前提に基づいており、

ユーロ高となれば状況は一転する可能性が高

い。ダンスケ・バンクのバーチル・フロム・

チーフアナリストによれば、「米国経済が悪

化すれば、ユーロ高が到来し、それによりデ

ンマーク産品の国際競争力は失われる。また、

米国での経済減速がほかの輸出市場にも影響

し、デンマークの輸出は急速に減速するであ

ろう。また為替相場メカニズム２のために、

上昇するユーロに伴い、デンマーク・クロー

ネも上昇する必要があり、そのために金利の

上昇も見込まれる」と推測している。問題と

なるのは、ユーロ高がいつ起こるかであるが、

多くの銀行の見通しによれば２００１年後半には

１ユーロ＝１ドルになるとしている。

また投資の面では、長期的には打撃を受け

るとみられている。デンマーク統計局

（ＤａｎｍａｒｋｓＳｔａｔｉｓｔｉｋ）が行った調査によ

れば、通貨統合参加が否決されたため、デン

マーク企業の将来に対する見方が多少楽観的

でなくなったものの、あまり大きな問題とは

みていないとの結果が出ている。しかし、

ビュアセン紙が行ったインタビュー調査によ

れば、既に多くの企業が、生産ラインの国外

への移転や近い将来に予定されていた投資を

見送るなどを予定している。またダンスケ・

バンクとユニ・バンクは、将来、外国企業が

ユーロ諸国の代わりにデンマークを投資先と

して選ぶには、現在よりも多くの面で強力な

利点が必要となるため、将来の外国企業の投

資誘致が難しくなることを指摘している。ま

たデンマーク企業の株式も、通貨統合に参加

した場合はユーロ株式のポートフォリオの一

部となり、世界の多くの投資家がデンマーク

の株式を購入することになったが、否決と

なったためこれまで通りデンマークに特別に

興味を持つ投資家のみが株式の購入を行うこ

ととなる。

（１）ＥＵ内でのデンマークの影響力

今回の通貨統合参加の否決決定は、デン

マークのＥＵ内での影響力低下につながると

する声が多い。デンマーク外交研究所

（Ｄａｎｓｋ Ｕｄｅｎｒｉｇｓｐｏｌｉｔｉｓｋ Ｉｎｓｔｉｔｕｔ，

ＤＵＰＩ）のリュッケ・フリース上級研究員は、

「今回の不参加決定により、ＥＵ内に通貨統

合参加国であるＡメンバーと参加しないＢメ

ンバーという２グループが誕生するであろう。

デンマークはＢメンバーと格付けされ、ＥＵ

の核であるフランス・ドイツ中心のＡメン

バーは統合スピードアップを図り、デンマー

クやほかのＢメンバーの影響力は低下するで

あろう」と分析する。また、ビュアセン紙の

ライフ・フェレスン編集長にインタビューし

たところ、「ＥＵの中には、既にスピードの

７．ＥＵ内での影響
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異なる統合が存在している。通貨統合・司法

協力・軍事協力のいずれにも参加していない

デンマークとスウェーデン、通貨統合・司法

協力には参加していないが軍事協力には参加

している英国、司法・軍事協力には参加して

ないが通貨統合に参加しているフィンランド、

またすべての分野の統合に参加し、より一層

の進化を望むＥＣ設立時からのメンバーなど

に分けられる。この流れは強くなり、すべて

分野の統合を行わない国々の影響力は低下し

ていくであろう」と答えた（図１参照）。

他方、コペンハーゲン大学政治学部マーチ

ン・マークセン研究員は、「ユーロ圏外にデ

ンマークがあろうとも、これからもＥＵの中

で影響力を持ち続けることができる。方法と

しては、ＥＵの中でもトップレベルの国内シ

ステムを築くことでデンマークモデルが目標

とされるような状態を作ること、カリスマ性

を持った政治家をＥＵに送り影響力を持つこ

と、ＥＵ議長国の立場などを利用してＥＵへ

の提案をタイミング良く行うこと、ＥＵの中

で何か問題が起きた場合に調停役としてデン

マークが信頼を得られるようにすることなど

があげられる。デンマーク外交研究所は、

ＥＵのＡメンバー・Ｂメンバーを通貨統合参

加の有無で決定しているが、真実のＡメン

バーはどれだけＥＵ内でイニシアチブを取る

かが問題であり、これは各国の努力にかかっ

ていると考える」とコメントしている。また

１０月終わりにデンマークを訪問したフランス

のピエール・モスコヴシ欧州問題担当相も、

「通貨統合参加を否決したために、自国を

ＥＵの二流国と考えないで欲しい。望めばい

くらでもＥＵの一流国として、ＥＵに参加が

できる可能性はある」と訪問中にメディアに

語っている。

（２）ＥＵの東方拡大への影響

デンマークは、ＥＵの東方拡大に賛成し、

これを推し進めてきたＥＵ諸国の一国である。

デンマークの通貨統合参加否決が現在加盟交

渉を行っている中・東欧諸国のＥＵ加盟にど

のように影響を与えるかに関しては、意見が

分かれている。

スウェーデンの大手銀行であるＳＥＢのク

ラス・エックルンド・チーフエコノミストは、

「デンマークとスウェーデンはＥＵの東方拡

大を現在最優先している。その両国が通貨統

合に参加していないために、１２月にニースで

行われる首脳会議において影響力を振るうこ

とができず、東方拡大が遅れる可能性が高

い」としている。ビュアセン紙フェレスン編

集長は、「デンマーク、スウェーデンが通貨

統合未参加のために、打撃を受けるのはバル

ト３国であろう。バルト３国のＥＵ加盟は従

来北欧諸国のみが後押しをするものであり、

そのうちの２ヵ国が通貨統合未参加となり、

そのために加盟交渉の進展に遅れが出る可能

性が高い。しかし、ほかの中・東欧諸国の加

盟交渉には大きな影響はない見込みである。

なぜならそれらの諸国は、ドイツ・フランス

などの支援を受けることが可能だからであ

る」と分析する。

他方、ダンスケ・バンクは、「デンマーク

の通貨統合不参加の決定は、スピードの異な

るＥＵ統合を支持する国々（主に通貨統合参

加国）の影響力を強めることとなり、ＥＵの

統合はこの先、各国の状況に合わせた統合ス

ピードで行われていくであろう。現在ＥＵ加

盟交渉を行っている国々は、ＥＵ加盟の条件

としてすべてのＥＵの統合に参加することを

義務付けられているため、ＥＵ加盟に向けた

政治・経済基準達成はもちろん、通貨統合参

加に向けた経済基準達成に向けた取り組みを

行っている。しかし、スピードの異なる統合

により、加盟交渉国は通貨統合参加を見合わ

せる選択をすることができる可能性もあり、

それによりＥＵ加盟時期が早まる可能性があ

る。ただし、現在２００３年からの加盟を目標と

している国々があるが、ＥＵ内の準備の遅れ
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のため２００５～２００６年に加盟が実現するであろ

う」と分析している。

（１）スウェーデン

スウェーデンのヨーラン・パーション首相

は、「デンマークの結果は、スウェーデンにお

けるユーロ討議にこれから数週間影響を与え

るだろう。しかし、スウェーデンの通貨統合

参加は、スウェーデン自身の問題であるので、

実際の影響は少ないであろう」との発表をデ

ンマーク国民投票の結果発表直後に行った。

しかし、ダンスケ・バンクの行った分析によ

れば、デンマークの不参加決定はスウェーデ

ンの通貨統合参加に大きく影響を与えるとし

ている。スウェーデン国民の間のＥＵに対す

る不信感は、基本的にデンマークよりも高い。

９０年代のリセッション時に、スウェーデン政

府はＥＵ加盟が必要と判断し、加盟への経済

基準を満たすために、スウェーデン人の誇り

としていた社会福祉モデルを大きく転換させ

ることとなった。これにより、スウェーデン

国民はＥＵに沿った政策転換は、社会システ

ムのレベル低下をもたらすという考えをもっ

ている。そのような状況で、近隣国で、文化

も似ているデンマークでの否決は、スウェー

デン人にＥＵの方針はスカンジナヴィア文化

に沿わないものという心理的影響を与えるた

め、スウェーデン政府は国民を通貨統合参加

がスウェーデンにとって有益なものと説得す

ることが非常に難しくなったといえる。

スウェーデン憲法は「スウェーデンにおけ

る通貨発行は中央銀行のみが行える」と定め

ており、そのため通貨統合参加には国民投票

の前に憲法改正が必要となる。スウェーデン

の憲法改正は、国会で２回採択されなければ

ならない。また、その２回の採択は、１回が

総選挙前の国会、２回目が総選挙後の国会で

行わなければならない。次回の総選挙は２００２

年に予定されており、憲法改正をそれに間に

８．他国への影響

合わせるには、１度目の採択を２００１年中に行

わなければならない。その後総選挙後に、２

度目の採択を行い、２００３年には通貨統合に参

加する下準備が完了する。それ以降でス

ウェーデン国民の間に、通貨統合参加への気

運が高まった時点で国民投票が行われるであ

ろうが、デンマークの国民投票の結果が影響

をもたらすために、スウェーデンの国民投票

は２００４年以降とダンスケ・バンクは分析する。

憲法改正が行われない場合は、２００７年以前に

は国民投票は行われない。銀行の中には、

２００５年まで国民投票が行われないという分析

をしているところもある。

ビュアセン紙のフェレスン編集長にインタ

ビューしたが、「確かにスウェーデンにおけ

る通貨統合参加に向けてのキャンペーンは難

しくなっただろうが、スウェーデンは参加を

果たすであろう。これはスウェーデン国民と

デンマーク国民との間に違いがあるためであ

る。デンマーク人が小国であるデンマークは

ＥＵ内で影響力を発揮できないと考えるのに

対し、スウェーデン人は同じ小国であっても

影響力を与えることができるという自信を

持っているからである。」と語った。

（２）英 国

英国のブレア首相も、「デンマークの決定

はデンマークの決定であり、英国の決定とは

関係がない」と発言しているが、夏以降、英

国で行われた意識調査では、通貨統合参加反

対派の優勢が進んでいる。ブレア首相は「通

貨統合参加が英国の利益となれば、国民投票

を行う」と発表している。他方、ダンスケ・

バンクの分析によれば通貨統合参加の賛成派

が優勢となるまでは行われないとしている。

またデンマークの結果は、通貨統合参加に反

対する保守党のキャンペーンにも用いられる

ため、国民投票が近く実施されることはない

とみられる。
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（３）ノルウェー

最近ノルウェーではＥＵ加盟に関する国民

投票を再度実施するかについての討論が活発

になってきている。ダンスケ・バンクの分析

では、これから５年の間に国民投票が再び行

われると見込んでいる。しかし、デンマーク

の結果は、ＥＵ加盟反対派を有利にするもの

であり、それによりノルウェーのＥＵ加盟は

難しくなると結論付けている。

一方で、デンマーク外交研究所のクリス

チャン－マリウス・ストゥリュケン研究員は、

「ＥＵのより深まる統合に反対のノルウェー

にとって、通貨統合に参加せず自国のペース

でＥＵとの共通政策を行っていくＢメンバー

の誕生により、ノルウェーのＢメンバーとし

ての加盟の可能性もありえる」とし、デン

マークの通貨統合参加否決や統合スピードの

異なるＥＵの誕生により、ノルウェーの加盟

の可能性が高くなったという意見もある。

以上、デンマークの通貨統合参加否決後

１ヵ月の状況をまとめてみたが、現在までの

ところ、その影響がどの程度なのかを明確に

分析することは難しい。しかし、デンマーク

は長期的には政治的・経済的にも影響を受け

ていくとみられており、これからデンマーク

政府がどのような対応を取っていくかが非常

に注目される。

（猪木祥司）

９．終わりに

表２ 国民投票：年齢層別の差
（単位：％）

合計

１８～３４歳

３５～５９歳

６０歳以上

年
齢
層

１００８０６０４０２００

賛成
反対

４６．８

４９

４８

５０

５３．２

５１

５２

５０

表１ 国民投票：男女別の差
（単位：％）

合計

男性

女性

性

別

１００７５５０２５０

賛成
反対

４６．８

４６

５２

５３．２

５４

４８

（出所）表２、３、４ともギャラップ社調査（デンマーク国営放送、ベアリンスケ・チズヌ紙）
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表３ 国民投票：支持政党による差
（単位：％）

合計

社会民主党

自由党

保守党

社会人民党

デンマーク国民党

政
党

賛成
反対

１００８０６０４０２００

４６．８

５

１２

７４

７３

６０

５３．２

９５

８８

２６

２７

４０

表４ 通貨統合参加にかかわる国民投票で重視する点
（単位：％）

全体

参加賛成派

参加反対派

１００８０６０４０２００

ＥＵ全体
通貨統合
わからない

５０

５０

５８

３９

３８

４７

１１

４

３
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表５ キャンペーン内容の種類別分類

Ａ：各個人自身の利益に結びつくもの
Ｂ：国家主義的なもの
Ｃ：ＥＵの将来とＥＵにおけるデンマークの立場に関するもの

内 容 Ａ Ｂ Ｃ

賛 成 派

１ デンマークは通貨統合に参加することによって、自国の経済への政治的影響力を
ＥＵ内の経済政策に反映させることで増すことができる。

●

２ 参加による経済的利益により、より高度な社会福祉・保障を保証することができ
る。

● ●

３ 投機家から、デンマーク経済を守ることができる。 ●

４ 通貨統合参加は、デンマークの企業に非常に有利である。参加により、企業は為
替手数料・為替リスクヘッジなどのコストを軽減できると同時に、ユーロ圏の企
業と同じ条件で競争することができる。これはデンマークの雇用はもちろん、経
済全体に好影響を与え、国民一人一人の利益となる。

５ 通貨統合参加により、金利が低下し、企業およびローンを持つ個人に利益となる。 ●

６ 国民一人一人は、ユーロ諸国へ旅行の際に両替の必要がなくなると共に、商品価
格の比較が非常に簡単になる。

●

７ 通貨統合参加は、ＥＵ内における重要な決定において、賛成であろうが反対であ
ろうが、影響力を得ることを意味する。欧州における経済政策の決定に参加し、
責任を負うべきである。

●

８ 通貨統合参加否決は、デンマークのＥＵ内での影響力を低下させ、そのためにデ
ンマークはＥＵ内での二流国との位置付けを受ける。

●

９ 通貨統合参加は、現在デンマークが参加しているＥＵの為替相場メカニズム（ＥＲＭ
２）の延長であり、通貨統合参加により統合の利点をすべて享受できる

● ●

１０ 通貨統合参加否決は、デンマークがＥＵ内で非常に活発に活動を行っている、ＥＵ
の東方拡大の進行を遅らせる。

●

反 対 派

１ 通貨統合参加により、デンマークの社会福祉制度を見直さなければならなくなる。
現在の社会福祉制度は、個人が税金を支払うことにより個人の負担できる範囲で
の負担を行い、すべての国民が同レベルの福祉を享受することができるという連
帯精神に基づくものである。しかし、通貨統合への参加はほかのユーロ諸国で用
いられている各個人の収入に応じた福祉しか受けることができない保険システム
の導入を意味するもので、これは福祉レベルの低下また社会における不平等を招
く。またデンマークの年金制度も、存続が危ぶまれるであろう。

● ●

２ 不参加により、経済・通貨政策への自己決定権が増す。 ●

３ クローネの廃止は、デンマークの自由と国家主権の喪失を意味する。 ●

４ ユーロ導入後から継続的に続いている対ドルのユーロ安は、市場が通貨統合に信
頼を置いていないことを示すものである。

●

５ 通貨統合は安定した統合ではなく、統合が失敗する可能性も非常に大きいため、
参加の前に統合の進展を見守る必要がある。

●

６ 通貨統合は民主的なシステムでない。 ●

７ 通貨統合は急速な政治的統合を導き、これは「欧州合衆国」の誕生を意味する。 ●

８ デンマークの不参加により、自国の状況にあったかたちで統合に参加できるＥＵ
に転換する第一歩となる。

●

９ デンマークの不参加により、近い将来ＥＵに加盟する中・東欧諸国に、ＥＵと通貨
統合への参加、もしくはＥＵのみへの参加という選択を可能にすれば、加盟希望
国の加盟時期が早まるであろう。

●

（出所）表６ともマンデー・モーン誌
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表６ デンマークの政党と議席数

記号 政党名 支持率
（２０００年８月）

支持率
（２０００年９月）

支持率
（２０００年１０月）

増減
（１０月と９月）

議席数試算１
（２０００年１０月）

議席数２
（９８年）

Ａ＊ 社会民主党（Ｓｏｃｉａｌｄｅｍｏｋｒａｔｉｅｔ） ２７．６ ２８．０ ２６．５ △１．５ ４７ ６３

Ｂ＊ 社会自由党（ＲａｄｉｋａｌｅＶｅｎｓｔｒｅ） ４．１ ４．４ ４．２ △０．２ ８ ７

Ｃ 保守党（ＤｅｔＫｏｎｓｅｒｖａｔｉｖｅＦｏｌｋｅｐａｒｔｉ） ８．８ ９．４ ９．６ ＋０．２ １７ １６

Ｄ 中道民主党（Ｃｅｎｔｒｕｍ－Ｄｅｍｏｋｒａｔｅｒｎｅ） ３．１ ２．７ ２．９ ＋０．２ ５ ８

Ｆ 社会人民党（ＳｏｃｉａｌｉｓｔｉｓｋＦｏｌｋｅｐａｒｔｉ） １０．５ １０．０ １０．３ ＋０．３ １８ １３

Ｏ デンマーク国民党（ＤａｎｓｋＦｏｌｋｅｐａｒｔｉ） ９．２ １１．０ １１．３ ＋０．３ ２０ １３

Ｑ キリスト教人民党（ＫｒｉｓｔｅｌｉｇｔＦｏｌｋｅｐａｒｔｉ） ２．２ ２．１ ２．４ ＋０．３ ４ ４

Ｖ 自由党（Ｖｅｎｓｔｒｅ） ３０．６ ２８．０ ２８．８ ＋０．８ ５１ ４２

ＦＲＩ 自由２０００党（Ｆｒｉｈｅｄ２０００） １．２ １．１ ０．８ △０．３ － ４

／Ｏ 赤色同盟（Ｅｎｈｅｄｓｌｉｓｔｅｎ） ２．６ ３．１ ３．０ △０．１ ５ ５

（注）①＊：与党
②１：２０００年１０月の意識調査での支持率を基に算出した議席数
③２：９８年３月の総選挙での議席数
④支持率は毎月地元各紙で行われている意識調査の結果を基に、週刊誌マンデー・モーン（ＭａｎｄａｇＭｏｒ‐
ｇｅｎ）独自の比重を用いて算出したもの。

図１ ビュアセン紙フェレスン編集長「異なる統合スピードを持つＥＵ」

１．すべての統合に加盟する国々

（１９５７年に加盟した、ドイツ・フランス・ベネルクス・イタリア）

２．安全保障にのみ参加しない国々（フィンランド）

３．通貨統合のみに参加しない国々

４．通貨統合のみに参加する国

５．安全保障協力のみに参加する国（英国）

６．司法協力のみに参加する国

７．この３分野に全く参加しない国（デンマーク・スウェーデン）

７

経済・通貨

４

安全保障

５

６

司法

２

１

３
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